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１ 総人口 （１）総人口の将来見通し

総人口の推計結果

○2013年の国立社会保障・人口問題研究所の推計によると、2040年の本県人口は63.3万人まで

減少する見込み

○2015年に策定した「ふくい創生・人口減少対策戦略」（創生戦略）に基づく対策を実施した結果、

最新の推計では、前回より1.4万人改善した64.7万人となる見通し

出典：国勢調査、国立社会保障・人口問題研究所「都道府県別将来推計人口」、

日本創成会議「全国市区町村別「20～39歳女性」の将来推計人口」
4
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１ 総人口 （１）総人口の将来見通し

5

人口

条件 2040年人口

社人研推計に準拠

出生率 出生率が1.5程度（現状と同水準）で推移

633千人

社会減
2005～2010年の転出超過割合が2020年までに0.5倍に
縮小し、その後同水準で推移

日本創成会議推計

出生率 社人研推計と同じ

606千人

社会減 2010～2015年の全国の移動総数が現在と同水準で推移

国の長期ビジョン準拠

出生率
2030年1.80（国民希望出生率）
2040年2.07（人口置換水準）

682千人

社会減
2020年に東京圏の転出・転入を均衡（概ね地方の転出・
転入も均衡）

【推計にあたっての条件設定】



１ 総人口 （２）総人口の推移

6

人口

人口推移（福井県）

出典：国勢調査、国立社会保障・人口問題研究所「都道府県別将来推計人口（2018年推計）」
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社人研による推計値

○福井県の人口は、2000年の82.9万人がピーク。近年の人口減少対策により、将来人口予測は改善が

図られたが、2040年には64.7万人（▲22％）の予測（当初予測は、63.3万人）

○65歳以上人口は2040年頃にピーク（24.1万人、高齢化率37.2%）を迎える

15歳未満人口、15～64歳人口は一貫して減少



１ 総人口 （３）年齢階級別人口の比較

年齢階級別人口の推移

○1980年は65歳未満の人口が多いピラミッド型だったが、2040年には65歳以上人口が多い逆ピラミッド型の

人口構成になる見込み

○本県の高齢化率は2010年に25％だったが、2040年には37％まで上昇。75歳以上をみても２割を超える

出典：国勢調査、国立社会保障・人口問題研究所「日本の地域別将来推計人口（2018年推計）」
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１ 総人口 （４）人口増減の推移

人口増減の推移

○2000年以降、自然増加数が社会減少数を下回り、人口減少に転じた。さらに、2004年からは

自然減となり、人口の減少幅が拡大傾向

○2015年の創生戦略の策定以降、社会減は３年連続改善していたが、2018年に悪化

8出典：国勢調査、国立社会保障・人口問題研究所「日本の地域別将来推計人口（2018年推計）」
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２ 自然増減 （１）出生数・死亡数

自然増減の推移

○出生数は減少傾向、死亡数は増加傾向にあり、 2004年以降は自然減が継続

○2017年以降、出生数が６千人を下回るなど、創生戦略の策定以降も自然減拡大の傾向は変わらず

出典：厚生労働省「人口動態統計調査」 9

戦略策定

▲ 2,651
▲3,395

12,421 

6,166 5,8265,887 

8,817 
9,221

▲ 6,000

▲ 4,000

▲ 2,000

0

2,000

4,000

6,000

8,000

10,000

12,000

14,000

1975
(S50)

1980 1985 1990 1995 2000
(H12)

2005 2010 2015年
(H27)

（人）

出生数

死亡数

自然増減数（出生－死亡）

2004年

2014年

2014年

2018年

2018年

2018年

人口



２ 自然増減 （２）出生数・合計特殊出生率

出生数、合計特殊出生率の推移

○本県の出生数は第2次ベビーブームの1973年以降、ほぼ一貫して減少

○本県の合計特殊出生率は全国を上回る水準で推移し、2004年を底に上昇傾向にあるが、出生数は

毎年減少

10出典：厚生労働省「人口動態統計調査」

26,088 

13,593 

5,826

3.65

1.26
1.45 1.42

2.17 2.25
2.10 2.06

1.93 1.93 
1.75 1.67 1.60 

1.45 

1.50 
1.61 1.63 1.67

(0.50)

0.00

0.50

1.00

1.50

2.00

2.50

3.00

3.50

0

5000

10000

15000

20000

25000

1945
(S20)

1950 1955 1960 1965 1970
(S45)

1975 1980 1985 1990
(H2)

1995 2000
(H12)

2005 2010 2018年
(H30)

合計特殊出生率
（右目盛り）

出生数
（福井県）

（人）

（2004年）

（2005年）

福井県

全国

（1973年）

2015
戦略策定

人口



２ 自然増減 （３）平均初婚年齢・出産年齢

男女別平均初婚年齢と女性の平均出産年齢の推移

○創生戦略の策定当時、本県の男女とも晩婚化が進行中。女性の平均出産年齢も上昇していたが、

結婚から出産までの期間はほぼ一定（約１年）

○最新の統計調査によると、男女とも初婚年齢や平均出産年齢が概ね横ばいになりつつある状況

11

出典：厚生労働省「人口動態統計調査」
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２ 自然増減 （４）未婚率

○創生戦略の策定当時、本県の男女の非婚化が進行しており、35～39歳の男性約3人に1人、女性の

6人に1人が未婚

○引き続き、いずれの年代も全国の未婚率を下回るものの、若い世代では未婚率の上昇幅が大きく、

全国との差が縮まる動き（2015年の25～29歳男性未婚率：福井県72.6％、全国72.7％）

出典：国勢調査、厚生労働省「人口動態統計調査」 12
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２ 自然増減 （５）夫婦の育児・家事、仕事時間

夫婦の育児・家事、仕事時間（1日あたり）

○本県の夫の育児・家事時間は、全国同様、妻に比べて非常に短い

○５年前と比較して男女とも仕事時間が増加する中、男性の育児・家事参加が進む傾向がみられる

出典：総務省統計局「社会生活基本調査」（H28）
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２ 自然増減 （６）育児休業の取得状況

育児休業の取得状況

○本県の女性は全国に比べて育児休業の取得割合が高い

○近年、男性の育児休業の取得が進んでいるものの全国に比べて低い水準にある

出典：福井県「勤労者就業環境基礎調査」、厚生労働省「雇用均等基本調査」
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２ 自然増減 （７）核家族世帯と三世代世帯の比較

家族形態別、子どもの数の割合

○子どもが3人以上いる世帯の割合は、核家族世帯が17.3％に対し、三世代世帯は21.5％

○家族形態別の子どもの数は、前回から大きな変動はない

出典：国勢調査（H27）を用いた福井県独自集計
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※（ ）内数は世帯数
※夫婦のいる一般世帯は、同居する最年長の子どもの年齢が18歳未満の世帯としている。
※子どものいない世帯、最年長の子どもが18歳以上の世帯は対象外としている。
※子どもの数は同居している子どもの数
※夫婦のいる一般世帯には、核家族、三世代世帯以外の世帯があるため、核家族、三世代世帯の世帯合計は、総数と一致しない。
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２ 自然増減 （８）女性の就労と出生率

女性の有業率と合計特殊出生率

○本県は、女性の有業率と合計特殊出生率ともに高いレベルで両立

○近年さらに、出生率、女性の有業率とも伸びており、仕事と子育ての両立支援に対するニーズの

増加・多様化が想定される

16出典：総務省「就業構造基本調査(H29)」、厚生労働省「人口動態統計調査(H29)」

全国平均

出生率 1.42（H26）⇒1.43（H29）

有業率 48.2（H24）⇒50.7（H29）

福井

出生率 1.55（H26）⇒1.62（H29）

有業率 53.0（H24）⇒54.6（H29）

人口



２ 自然増減 （９）女性の労働力率

女性の年齢別労働力率の国際比較

○本県女性の労働力率は、出産・育児の時期となる30代の落ち込みが少なく、欧州に近く、女性が出産

しても仕事を継続する傾向にある

○５年前と比較して、概ね全ての年代で労働力率が上昇

出典：内閣府「男女共同参画白書 平成30年版」、福井県「就業実態調査」

17

※「労働力率」は，15歳以上人口

に占める労働力人口（就業者＋

完全失業者）の割合。

※日本、米国、韓国、スウェーデンは

2017（平成29）年，ドイツ、フラ

ンスは2016（平成28）年の数値。
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３ 社会増減 （１）転入者・転出者数の推移

社会増減の推移

○本県は、概ね転出超過（社会減）の状況にあり、2014年まで転入者、転出者ともに減少傾向

○創生戦略の策定以降、３年連続で社会減が改善。2018年には、転入者数が引き続き高い水準を

維持した一方、転出者が増加し４年ぶりに社会減が拡大

出典：総務省統計局「住民基本台帳移動報告」 18

戦略策定
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３ 社会増減 （２）年齢階級別の県外移動の状況

年齢階級別の人口純増数の推移

○大学進学・就職時の15～24歳の県外への転出が多く、社会減全体のおよそ8割を占める

○社会減が拡大した2018年には、特に20歳代前半の転出超過が顕著であり、県内大学生の定着や

ＵＩターン就職の促進策の強化が求められる

19出典：総務省統計局「住民基本台帳移動報告」
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３ 社会増減 （３）地域別の県外移動の状況

地域ブロック別の人口純増数の推移

○東京圏、名古屋圏、大阪圏の三大都市圏と北陸への転出が全体の大部分を占める

○2018年には本県から東京圏への人口移動が加速。国全体でも東京圏の転入超過数は、2014年の10.9

万人から13.6万人に拡大。東京五輪開催や大企業の人手不足による求人増加等の影響と考えられる

20出典：総務省統計局「住民基本台帳移動報告」
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３ 社会増減 （４）UIターンの状況

UIターン者数の推移

○県・市町の支援による本県へのUIターン者数は近年増加傾向にあり、Iターン者数が大きく増加している

○創生戦略の策定以降、2019年度の目標550人を2016年度に達成するなど、市町と一体となった

ＵＩターン促進策の成果が表れている

出典：福井県調べ 21
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３ 社会増減 （５）嶺北、嶺南別高校生の進学先

県内高校生の大学・短大への進学状況（嶺北、嶺南）

〇県内高校生の県外大学等への進学率は低下傾向

○嶺南地域の高校生は、約8割が県外大学・短大に進学しており、引き続き県外進学率が高い状況

出典：福井県調べ
22

県内

1,451人
40.8%

県外

2,107人
59.2%

嶺北地域
3,558人

県内

106人
17.0%

県外

519人
83.0%

嶺南地域
625人

2000年 2005年 2010年 2015年 2018年

県外進学 3,139人（70.7％） 3,068人（67.8％） 2,738人（63.1％） 2,621人（63.2％） 2,626人（62.8％）

県内進学 1,299人（29.3％） 1,457人（32.2％） 1,599人（36.9％） 1,526人（36.8％） 1,557人（37.2％）

人口



３ 社会増減 （６）専修学校の進学分野

県内高校生の専修学校への進学状況

○県外の専修学校への進学割合は、「文化・教養」、「衛生」分野が多い

○県内の専修学校では、「医療」、「商業実務」分野以外の充足率が低位にあり、県内進学を促進する

余地を残す

出典：福井県調べ
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服飾・家政 155人 13人 8.4%

（県内専修学校における充足率等）
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３ 社会増減 （７）県内出身の若者の県内定着状況

図表3-7 若者の県内定着率の比較（20年前、10年前、現在）

○20年前は、高校卒業時に県外転出した女性のうち約4割がUターンしていたが、10年前から2割に低下

○男性では、10年前にＵターン率が１割まで低下していたが、現在、３割程度に回復

出典：国勢調査を基に福井県が推計
24

高校（18歳） 大学（19歳） 社会人（23歳）

6,300人 △1,600人 700人

4,300人 △1,200人 200人
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県内
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【２割】

20年前に
就職した世代

直近に
就職した世代
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4,900人 △1,300人 300人 【２割】
10年前に
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（男性）

5,200人 △1,500人 200人 【１割】10年前に
就職した世代
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４ 県内市町 （１）市町別社会増減の状況

県内市町の社会移動の状況

○鯖江市のみ社会増を継続。ただし、県外への移動状況をみると、 改善はみられるものの、引き続き、

すべての市町において転出超過

○県内の市町間の移動では、福井市、鯖江市、坂井市に流入する傾向

出典：総務省「住民基本台帳人口移動報告」 25

前期戦略策定前の社会移動※
（H24～26平均）

前期戦略策定後の社会移動
（H27～29平均）

前期戦略策定前と策定後の
社会移動の差

A （転入者数－転出者数） B （転入者数－転出者数） B－A

計
（人）

計
（人）

計
（人）

人口当たりの
社会増減率

県外
移動

県内
移動

人口当たりの
社会増減率

県外
移動

県内
移動

県外
移動

県内
移動

福井市 ▲ 185 -0.1% ▲ 602 417 ▲ 191 -0.1% ▲ 547 356 ▲ 6 56 ▲ 62 福井市

敦賀市 ▲ 344 -0.5% ▲ 371 27 ▲ 260 -0.4% ▲ 270 10 83 101 ▲ 17 敦賀市

小浜市 ▲ 160 -0.5% ▲ 151 ▲ 9 ▲ 110 -0.4% ▲ 141 31 49 9 40 小浜市

大野市 ▲ 186 -0.5% ▲ 80 ▲ 106 ▲ 181 -0.5% ▲ 95 ▲ 85 6 ▲ 15 21 大野市

勝山市 ▲ 172 -0.7% ▲ 64 ▲ 108 ▲ 156 -0.6% ▲ 60 ▲ 96 16 4 12 勝山市

鯖江市 85 0.1% ▲ 121 206 127 0.2% ▲ 69 196 42 52 ▲ 10 鯖江市

あわら市 ▲ 107 -0.4% ▲ 21 ▲ 86 ▲ 108 -0.4% ▲ 60 ▲ 48 ▲ 1 ▲ 39 38 あわら市

越前市 ▲ 212 -0.3% ▲ 155 ▲ 57 ▲ 244 -0.3% ▲ 121 ▲ 123 ▲ 32 34 ▲ 66 越前市

坂井市 ▲ 118 -0.1% ▲ 156 38 ▲ 131 -0.1% ▲ 211 80 ▲ 12 ▲ 55 42 坂井市

永平寺町 ▲ 56 -0.3% ▲ 23 ▲ 32 ▲ 88 -0.5% ▲ 58 ▲ 30 ▲ 32 ▲ 35 3 永平寺町

池田町 ▲ 57 -1.9% ▲ 8 ▲ 49 ▲ 35 -1.3% ▲ 0 ▲ 35 22 8 15 池田町

南越前町 ▲ 78 -0.7% ▲ 14 ▲ 64 ▲ 55 -0.5% ▲ 13 ▲ 41 23 1 23 南越前町

越前町 ▲ 166 -0.7% ▲ 50 ▲ 116 ▲ 151 -0.7% ▲ 50 ▲ 101 15 0 15 越前町

美浜町 ▲ 92 -0.9% ▲ 49 ▲ 43 ▲ 47 -0.5% ▲ 35 ▲ 12 45 14 31 美浜町

高浜町 ▲ 55 -0.5% ▲ 47 ▲ 7 ▲ 43 -0.4% ▲ 23 ▲ 20 12 24 ▲ 12 高浜町

おおい町 ▲ 31 -0.4% ▲ 23 ▲ 7 ▲ 65 -0.8% ▲ 30 ▲ 35 ▲ 34 ▲ 7 ▲ 27 おおい町

若狭町 ▲ 49 -0.3% ▲ 45 ▲ 3 ▲ 94 -0.6% ▲ 46 ▲ 48 ▲ 46 ▲ 1 ▲ 45 若狭町

県計 ▲ 1,981 -0.2% ▲ 1,981 ▲ 1,831 -0.2% ▲ 1,831 150 150 県計

人口



４ 県内市町 （１）市町別社会増減の状況

市町別・転出先別 転入超過数の状況（2018年）

出典：「福井県の人口推計（年報）」 26
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４ 県内市町 （２）市町別将来推計人口の状況

2015年の総人口を100とした時の市町の総人口指数

○鯖江市は2025年まで人口増加の見通し。2035年以降、全市町が人口減少に移行

○奥越地域および町部の人口減少の度合いが大きい。特に池田町では、2045年に現状の５割を下回る

見通し

出典：国立社会保障・人口問題研究所「日本の地域別将来推計人口（2018年推計）」

27

2015年を100とした指数 2015年を100とした指数

2025年 2035年 2045年 2025年 2035年 2045年

福井県 93.8 86.4 78.1

福井市 97.9 93.8 88.1 永平寺町 91.1 81.4 72.0 90～100

敦賀市 93.5 85.9 77.1 池田町 75.9 58.0 43.1 80～90

小浜市 88.8 78.0 67.3 南越前町 85.4 71.8 58.6 70～80

大野市 86.3 72.8 59.6 越前町 85.0 70.5 56.3 60～70

勝山市 88.6 76.7 64.6 美浜町 86.3 72.8 59.9 ～60

鯖江市 100.3 97.9 93.6 高浜町 89.6 78.7 67.3

あわら市 89.6 78.6 67.2 おおい町 84.7 70.9 58.0

越前市 90.3 79.8 69.0 若狭町 89.1 78.6 68.2

坂井市 94.5 87.7 79.5

人口



１ 世界経済 （１）世界人口の推移

○世界人口は、現在の７７億人から2050年の９７億人へと、今後３０年で２０億人の増加

○増加の過半は、インド、ナイジェリア、パキスタン、コンゴ民主共和国、エチオピア、タンザニア連合共和国、

インドネシア、ウガンダ、エジプト（予測される人口増が多い順）といったアジア・アフリカ諸国で発生

○インドは、2027年頃、中国を抜いて世界で最も人口が多い国になると予想

（100万人）

国際環境

出典：総務省統計局「世界の統計」
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１ 世界経済 （２）経済連携・自由貿易協定

○我が国は、TPP、日EU・EPA、RCEP（交渉中）および２国間FTA等により、諸国・地域との経済連携・

自由貿易を推進

29

国際環境

出典：経済産業省ＨＰ

国別・地域別の経済連携・自由貿易協定



１ 世界経済 （３）経済成長国の予測

○2030年代前半には新興国が世界の経済規模の５０％を超えると予想

○2050年にかけて、ベトナムを始めとするアジア諸国は成長継続。ナイジェリアを始めとするアフリカ諸国も伸長

30

国際環境

2016-2050年の年平均実質GDP成長率の予測

出典：国際連合の予測に基づくPwCの分析

世界に占める新興国・途上国の名目GDPシェアの予測

出典：IMF,国際連合、各国・地域統計より、みずほ総合研究所が作成



１ 食料問題 （１）世界の食料需給見通し

○世界人口が97億人と予想される2050年には、食料需要は2000年比で1.55倍になると予測

○開発途上国の食料需要は、人口増加や経済発展を背景に2.06倍に増大

31
出典：農林水産省「2050年における世界の食料需給見通し」

国際環境

世界全体の食料生産量の変化 所得階層別の食料需要量の変化



２ 食料問題 （２）日本の食料自給率

○我が国の食料自給率は長期的に継続して下落。現在は先進国の中で最低の水準

○本県の食料自給率は、生産額ベースで、２０年前の６０％台から５０％台に低下

32

出典：農林水産省統計

国際環境

日本の食料自給率の推移と諸外国との比較
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３ エネルギー・環境 （１）世界の一次エネルギー消費量

○世界のエネルギー消費量は、1970年からの約50年で２．８倍に拡大

○再生可能エネルギー（水力含む）の消費量は１００倍近く増加したが、構成比は現在も１０％程度

0
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14000

1970 1980 1990 2000 2010 2018

天然ガス

再生可能エネルギー

（水力以外）

水力

（100万トン）

世界の一次エネルギー消費量の推移

石油

石炭

国際環境

出典：ＢＰ統計2019

原子力
1970年・2018年の比較

1970年 2018年 増加量 比

その他の再生可能

エネルギー
6 561 556 96.8倍

水 力 266 949 683 3.6倍

原子力 18 611 594 34.5倍

石 炭 1,467 3,772 2,305 2.6倍

天然ガス 827 3,309 2,483 4.0倍

石 油 2,293 4,662 2,369 2.0倍

合計 4,876 13,865 8,989 2.8倍

33

（100万トン）



３ エネルギー・環境 （２）世界の温室効果ガス

○エネルギー起源温室効果ガスの排出量は、先進国で減少。中国、インド、アフリカにおいて大幅増加

○今世紀末の世界平均気温は、対策が不十分な場合、現在よりも2.6℃～4.8℃上昇する可能性

34

出典：CO2 EMISSIOS FROM FUEL COMBUSTION Highlights(IEA)

世界のエネルギー起源温室効果ガス排出量の推移

国際環境

※エネルギー起源温室効果ガス排出量の多い国・地域のトップ１０を抽出

※カッコ内の数字は、2016年排出量（百万トン）

21世紀末の世界平均気温の変化予測

出典：IPCC第５次評価報告書より作成
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３ エネルギー・環境 （３）日本のエネルギー自給率

○日本のエネルギー自給率は、2011年度以降、２０％前後から１０％以下に低下

○ 2010年から2017年にかけて、電源構成に占める原子力の割合は20％以上減少。減少分は主に石炭・

天然ガスで代替

35出典：資源エネルギー庁一総合エネルギー統計

国際環境

20.3％

9.6％

0

5

10

15

20

25

1
9

9
0

1
9

9
5

2
0

0
0

2
0

0
5

2
0

0
6

2
0

0
7

2
0

0
8

2
0

0
9

2
0

1
0

2
0

1
1

2
0

1
2

2
0

1
3

2
0

1
4

2
0

1
5

2
0

1
6

2
0

1
7

日本のエネルギー自給率

低位発熱量ベース

（％）

※International Energy Agency(IEA)が公表する自給率と考え方を
整合させて計算した自給率

電源構成（発電量）

25.1 

27.8 
29.0 

8.6 

7.3 

0.3 
0.3 0.2 1.3 バイオマス

天然ガス
石炭

太陽光

水力

石油等

原子力

地熱風力2010

3.1 

32.7 

39.5 

8.7 

7.9 

5.2 
0.6 0.2 2.1 

天然ガス

石炭

水力

石油等

バイオマス風力
2017

地熱

太陽光
原子力



１ 暮らし （１）総世帯数

総世帯・単独世帯の推移

○本県の世帯数は、人口減少の中でも年々増加

○20年（1995～2015年）で、約3.3万世帯増加しており、そのうち約2.6万世帯（増加分の約８割）が

単独世帯の増加

出典：国勢調査 36
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１ 暮らし （２）三世代世帯割合

三世代世帯割合の推移、核家族世帯の割合の推移

○本県の三世代世帯割合は、全国２位の水準にあるものの一貫して低下

○一方、核家族世帯の割合は徐々に上昇

出典：国勢調査 37
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１ 暮らし （３）一人暮らし高齢者割合

一人暮らしの高齢者割合の推移

○本県の一人暮らし高齢者割合は、全国に比べて低いが、一貫して上昇

出典：国勢調査、国立社会保障・人口問題研究所「日本の世帯数の将来推計（都道府県別推計）2019年推計」 38
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１ 暮らし （４）世帯収入

世帯収入の推移

○本県の世帯収入は、東京を上回り、全国上位に位置しているが、その差は縮小傾向にある

出典：総務省統計局「全国消費実態調査（二人以上の世帯のうち勤労者世帯）」 39
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１ 暮らし （５）労働力率

年齢階級別労働力率比較（2015）

○本県の労働力率は、20～69歳の各年代で全国の値を2～7ポイント上回っている

出典：国勢調査 40
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１ 暮らし （６）外国人住民数

国籍別外国人住民数の推移

○2018年の本県の外国人住民数は、５年連続増加

○国籍別では、ベトナムの増加数が多い

出典：福井県内外国人住民数の概況 41
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１ 暮らし （７）高齢化集落数・割合

○高齢化集落数は、 2009年の104集落から、2019年には238集落となり、ここ１０年で倍増

42

高齢化集落数および

全集落数に占める高齢化集落数の割合

出典：福井県調べ
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１ 暮らし （８）バス・鉄道利用者

43

○自家用車の保有台数が増加する一方、乗合バスの輸送人員は２０年で半減

マイカーの世帯当たり保有台数
（H30.3時点）

順
位

都道府県名
世帯当たり
車保有台数

1 福井県 1.746 台

2 富山県 1.694 台

3 山形県 1.677 台

全国平均 1.058 台

県民生活



１ 暮らし （８）バス・鉄道利用者

44

○ＪＲ小浜線を除けば、県内地域鉄道の乗車人員は増加傾向
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１ 暮らし （９）自主防災組織率・消防団員

自主防災組織率

○2008年以降、本県の自主防災組織率は全国平均を上回り、2018年は全国１８位

○消防団員数も増加傾向へ転じており、特に、女性消防団員数が大きく増加

45

出典：防災白書
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１ 暮らし （10）交通事故件数

交通事故の推移

○総事故件数は、2011年からはほぼ横ばい。

○ 2000年に比べ、人身事故件数は１／４、死者数は１／２ に減少

46出典：福井県警察調べ
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１ 暮らし （11）刑法犯認知件数の推移

刑法犯認知件数の推移

○刑法犯認知件数は、2003年以降１６年連続で減少

47
出典：福井県警察調べ
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２ 子育て・教育 （１）保育所等の入所率

○本県の保育所等の入所率は、約７割と全国平均を大きく上回る

48
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出典：福井県調べ、厚生労働省「保育所等関連状況取りまとめ」

※保育所等：保育所、幼保連携型認定こども園、地域型保育事業所
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２ 子育て・教育 （２）児童数

○幼稚園・保育所の児童数は減少し、認定こども園児が増加

○小学校の児童数は減少が続く。学校数も合わせて減少

49
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出典：学校基本調査
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幼稚園・保育所の児童数（3歳以上）
（人）

出典：文部科学省「学校基本調査」、厚生労働省「福祉行政報告例」
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２ 子育て・教育 （２）生徒数

○中学校・高等学校の生徒数、学校数も減少

50
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出典：学校基本調査

高等学校の数と生徒数の推移
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中学校の数と生徒数の推移
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２ 子育て・教育 （３）教員数

○教員の年齢構成は高く、今後１０年で約４割の教員が定年退職を迎える
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教員数（本務者）の推移

出典：学校基本調査

（人）

3,230 3,190 3,130 

1,937 1,903 1,833 

41 

1,859 1,748 1,661 
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4,000
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7,000

8,000

9,000
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特別支援学校

高等学校

義務教育学校

中学校

小学校

7,634人

50歳代
42.0% 

40歳代
25.7% 

30歳代
20.7% 

20歳代

11.6％

7,747人

7,428人

県民生活

公立学校教員年齢別構成

（2018年4月）



２ 子育て・教育 （４）学力全国順位

○2007年度の調査開始以来、全国トップクラスの学力を維持

52

中学校総合順位

出典：全国学力・学習状況調査

小学校総合順位

県民生活

2007 2008 2009 2010 2012 2013 2014 2015 2016 2017 2018 2019

1位 秋田 秋田 秋田 秋田 秋田 秋田 秋田 秋田 石川 石川 石川

2位 福井 福井 福井 福井 福井 福井 福井 石川 秋田 秋田 秋田

3位 香川 青森 青森 青森 石川 石川 石川 福井 福井 福井 福井 福井

4位 青森 富山 広島 京都 青森 青森 青森 青森 広島 愛媛 富山

5位 富山 東京 石川 広島 富山 香川 富山 富山 富山 富山 東京 広島 

青森
富山

秋田
石川

2007 2008 2009 2010 2012 2013 2014 2015 2016 2017 2018 2019

1位 福井 福井 福井 福井 秋田 秋田 福井 福井 福井 福井 福井 福井

2位 富山 秋田 秋田 秋田 福井 福井 秋田 秋田 秋田 石川 石川

3位 秋田 富山 富山 富山 富山 石川 富山 石川 石川 秋田 秋田

4位 石川 岐阜 石川 岐阜 石川 岐阜 石川 富山 富山 富山 富山 富山

5位 岐阜 石川 岐阜 石川 群馬 富山 静岡 岐阜 静岡 愛媛 静岡 東京・静岡

石川
秋田



２ 子育て・教育 （４）体力全国順位

○体力についても、2008年度の調査開始以来、全国トップクラスを維持
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中学校男子（２年生）

出典：全国学力・運動能力、運動習慣等調査

小学校男子（５年生） 小学校女子（５年生）

中学校女子（２年生）

順位 2008 2009 2010 2012 2013 2014 2015 2016 2017 2018

1位 福井 福井 福井 福井 福井 福井 福井 福井 福井 大分

2位 秋田 秋田 秋田 茨城 新潟 新潟 茨城 茨城 茨城 福井

3位 新潟 新潟 新潟 秋田 茨城 茨城 新潟 秋田 石川 石川

4位 茨城 茨城 千葉 新潟 秋田 石川 石川 広島 秋田 茨城

5位 千葉 千葉 茨城 石川 石川 秋田 秋田 石川 大分 広島

順位 2008 2009 2010 2012 2013 2014 2015 2016 2017 2018

1位 福井 福井 福井 福井 福井 福井 福井 福井 福井 福井

2位 秋田 秋田 秋田 茨城 茨城 茨城 茨城 茨城 茨城 茨城

3位 新潟 茨城 茨城 秋田 秋田 新潟 新潟 秋田 秋田 大分

4位 茨城 新潟 新潟 新潟 新潟 秋田 秋田 新潟 新潟 新潟

5位 千葉 千葉 千葉 千葉 埼玉 埼玉 埼玉 埼玉 埼玉 秋田

順位 2008 2009 2010 2012 2013 2014 2015 2016 2017 2018

1位 千葉 茨城 福井 茨城 茨城 福井 福井 茨城 福井 福井

2位 福井 秋田 秋田 新潟 福井 茨城 茨城 福井 茨城 茨城

3位 秋田 福井 千葉 福井 新潟 新潟 新潟 新潟 石川 新潟

4位 茨城 千葉 新潟 岩手 秋田 埼玉 石川 石川 新潟 石川

5位 新潟 新潟 茨城 秋田 千葉 千葉 千葉 埼玉 埼玉 埼玉

順位 2008 2009 2010 2012 2013 2014 2015 2016 2017 2018

1位 千葉 福井 福井 茨城 茨城 福井 福井 福井 福井 福井

2位 福井 千葉 茨城 福井 福井 茨城 茨城 茨城 茨城 埼玉

3位 茨城 茨城 千葉 千葉 千葉 埼玉 埼玉 埼玉 埼玉 茨城

4位 埼玉 岩手 静岡 埼玉 埼玉 千葉 千葉 千葉 石川 新潟

5位 岩手 埼玉 埼玉 静岡 新潟 新潟 石川 石川 千葉 石川

県民生活



２ 子育て・教育 （５）小中学校の不登校

○全国に比べ出現率は低いものの、小学校、中学校ともに、不登校児童・生徒数は増加傾向
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小学校不登校児童数と出現率（国公私立学校）

出典：児童生徒の問題行動等生徒指導上の諸問題に関する調査
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２ 子育て・教育 （５）高校の不登校、いじめの認知件数

○高校の不登校生徒数は近年増加し、2017年度に出現率は全国平均を上回る

○いじめの認知件数も、全国と同様に増加傾向
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出典：児童生徒の問題行動等生徒指導上の諸問題に関する調査
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※小学校、中学校、高等学校、特別支援学校



２ 子育て・教育 （６）中学・高校生の進学率

○中学生の高等学校等進学率、高校生の大学等進学率は、ともに全国平均を上回っている

56出典：学校基本調査

中学校卒業者の高等学校等進学率
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２ 子育て・教育 （７）県内大学生数・地元就職率

○福井医療大学（2017）の開学や福井大学国際地域学部の開設（2016）など、社会環境や学生の

ニーズ変化に応じた学部・学科の見直しにより、県内大学生は増加傾向

○県内大学生の地元就職率は、都市圏企業の採用活動の強化を受け伸び悩み
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県内大学生の県内就職の状況

（人）

出典：福井県調べ

県内大学生数の推移
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※各年度の３月卒業生の状況
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３ 医療・福祉・健康 （１）医療費

○高齢化の進展により、医療費は増加傾向にある。2016年度は診療報酬の改定を受け減少

○75歳以上の後期高齢者の一人当たり医療費は、全体平均の2.7倍
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604 625 637 637 648 647 665 648 

911 955 990 1,009 1,029 1,032 1,059 1,061 

839 
878 852 858 862 889 

911 915 

291 305 309 313 320 325 335 336 
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877 891 894 904 907 923 910 
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3,000

2009 2010 2011 2012 2013 2014 2015 2016

市町国保（医療費） 後期高齢者医療費 被用者保険等医療費 一人当たり医療費（全体） 一人当たり医療費（後期高齢者）

（億円） （千円）

被用者
保険等

後期高齢者

市町国保

一人当たり
医療費
（全体）

2,354
2,4792,458 2,504

2,5682,539
2,635

一人当たり
医療費
(後期高齢者)

2,624

出典：厚生労働省「国民医療費」、「概算医療費」、「国民健康保険事業状況報告」、「後期高齢者医療事業年報」

総務省「国勢調査」、「人口推計」

本県の医療費の推移
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３ 医療・福祉・健康 （２）医師数

○県内の医師数は、年々増加しており、2016年末現在2,002人

○本県の人口10万人当たりの医療施設従事医師数は全国を上回っているが、二次医療圏別では

奥越、丹南、嶺南で全国平均を下回っている
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出典：厚生労働省「医師・歯科医師・薬剤師調査」
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３ 医療・福祉・健康 （３）要介護認定者数・認定率

○本県の要介護認定者数は、増加傾向であり、2018年の要介護認定者は約４万人

○要介護認定率は、17.5%と全国平均の18.1%を下回る
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要介護認定者数の推移（第１号被保険者）

出典：厚生労働省「介護保険事業状況報告」
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３ 医療・福祉・健康 （４）認知症高齢者

○本県の認知症高齢者の数は増加が続いており、2018年の認知症高齢者数は約２．９万人

○要介護認定者（約４万人）の約７割が認知症となっている
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（人）

出典：福井県高齢者福祉基礎調査

認知症高齢者の推計（日常生活自立度Ⅱ以上）

21,303
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25,005

25,848 26,374
27,445

28,245 28,810 28,961
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※市町の要介護認定者データによる推計

※日常生活自立度Ⅱとは、日常生活に支障をきたす症状・行動、意思疎通の困難さが多少みられるが、

誰かが注意していれば自立できる状態
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３ 医療・福祉・健康 （５）介護給付費、介護職員数

○介護給付費は増加を続けているが、利用者一人当たりの介護給付費は近年減少傾向

○介護職員数も年々増加。介護福祉士が増加している
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介護給付費の推移

出典：厚生労働省「介護サービス施設・事業所調査」、県調べ

（百万円）

介護職員数の推移
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出典：厚生労働省「介護保険事業状況報告・年報」
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３ 医療・福祉・健康 （６）平均寿命

○本県男女の平均寿命は、概ね全国を上回りながら上昇を続けており、2015年時点で男性81.27歳

（全国6位）、女性87.54歳（全国5位）
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出典：（実績）厚生労働省「都道府県別簡易生命表」

（推計）国立社会保障・人口問題研究所「日本の地域別将来推計人口（2018推計）」

男女別平均寿命の推移と将来推計
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３ 医療・福祉・健康 （７）主要死因別死亡割合

○本県の死因別死亡数の割合を見ると、がん（約25.7%、2,399人）、心疾患（16.4%、1,534人）、

脳血管疾患（8.8%、819人）の３死因で半数を占める
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主要死因別死亡数の推移

出典：人口動態統計

2017年主要死因別死亡数の割合
（人）
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３ 医療・福祉・健康 （８）がん検診受診率

○本県のがん検診受診率は、年々上昇している

○部位別では、職場の健康診断で検査ができる肺がん検診の受診率が高い

65出典：福井県調べ
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３ 医療・福祉・健康 （９）運動習慣

○運動習慣のある者の割合は、男性・女性とも全国よりも低いが、５年前（2011）よりは増加している
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運動習慣のある者の割合 【男性】（％）

出典：県民健康・栄養調査、国民健康・栄養調査

運動習慣のある者の割合 【女性】（％）
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３ 医療・福祉・健康 （10）スポーツ実施率、総合型地域スポーツクラブ数

○スポーツ実施率は、少しずつ上昇を続けている

○総合型地域スポーツクラブ数は、増加を続けてきたが、近年は横ばい状態

67出典：福井県調べ

スポーツ実施率の推移
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※総合型地域スポーツクラブ

地域の人たちが主体的に運営し、多種目、多世代、多目的など

の特徴を持つスポーツクラブ
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１ 県内産業 （１）経済成長率

○2015年度に大きく伸びた製造業の反動減が見られたことや、全ての原子力発電所が稼働停止したこと

から、2016年度の本県の経済成長率はー1.6%となった
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【経済成長率の推移】

【出典：県民経済計算（県）、国民経済計算（内閣府）】
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１ 県内産業 （２）一人当たり県民所得

一人当たり県民所得の推移

○本県の一人当たり県民所得は、全国上位に位置している

○一人当たりの県民所得は、全国１位の東京都が他の道府県を大きく上回っている

出典：内閣府経済社会総合研究所「県民経済計算年報」 69
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１ 県内産業 （３）産業構造（県内総生産）

○2014年の県内総生産を1995年と比較すると、原子力発電所の停止により製造業や電気・ガス・水道業

の割合が低下し、不動産業とサービス業の生産額・割合が増加

○国全体と比較すると、製造業や不動産業の割合が高い
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１ 県内産業 （３）産業構造（従業者数）

○2014年の従業者数を1996年と比較すると、製造業の割合が減少し、サービス業が大きく増加

○全国と比較すると、建設業や製造業の割合が高い
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１ 県内産業 （４）有効求人倍率

○有効求人倍率は全国１、２位の水準で推移し、2018年度の求職者の不足数は約1.1万人

○事務職の有効求人倍率が0.78倍であるのに対し、建設土木業8.68倍、介護・保健医療サービス業4.36

倍など、職種・業種間で格差が生じている。

72

9,823 

20,957 

16,452 

9,976 

0

5,000

10,000

15,000

20,000

25,000

1995 2000 2005 2010 2015 2018

（人） 有効求人数 有効求職者数

出典：雇用失業情勢（福井労働局）
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１ 県内産業 （５）開廃業率

○開業率、廃業率はともに全国より低く、企業の新陳代謝は鈍い

○近年、全国の開業率は上昇傾向であるが、福井県は伸び悩んでいる。
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【開業率・廃業率の推移】
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１ 県内産業 （６）海外進出の状況

○中国、東南アジアの海外拠点数は増加。特に、東南アジアの増加が近年顕著

○東南アジアのなかでは、タイの拠点数が最も多い
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１ 県内産業 （７）米・園芸の産出額等

米の算出額・生産面積

○米については、消費減に伴い生産面積は、減少傾向にあるが、産出額は横ばい

○園芸については、2012年度以降、産出額・生産面積が着実に増加
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園芸の産出額・生産面積
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１ 県内産業 （８）農地の集積

○農地の８割は、認定農業者、集落営農組織に集積
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農地の集積

出典：福井県調べ
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１ 県内産業 （９）規模別経営体数・形態別農家数

○農地の集積により、経営規模が拡大

○販売農家が減少し、農地を委託する農家が増加
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１ 県内産業 （10）県産材生産量

○バイオマス発電へ供給するＣ材の生産拡大などにより、県産材の生産量は近年増加傾向
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出典：農林水産省「木材需給報告書」、「木材統計」、福井県調べ
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１ 県内産業 （11）漁業生産量

漁業種類別生産量の推移

○漁業生産量（養殖を含む）は、減少傾向

○養殖生産額は、ふくいサーモンの販売開始などにより、近年上昇傾向
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養殖生産量・生産額の推移

（千トン） （トン） （百万円）

出典：農林水産省統計、福井県調べ
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２ 交流 （１）観光客入込数・消費額

観光客入込数の推移

○観光客入込数は、2015年の北陸新幹線金沢開業効果もあり、増加傾向

○観光消費額は、東日本大震災による旅行自粛などを受けた2011年の翌年から増加が続いている
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観光消費額の推移
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※2016年から集計に用いる係数を時点修正
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２ 交流 （２）外国人宿泊者数

北陸三県の外国人宿泊者数の推移

○本県の外国人宿泊者数は、着実に増加しているが、全国順位は４６位と下位

○北陸三県では、石川県が１０年前に比べ5.8倍と大きく増加（福井県：3.5倍 富山県：3.2倍）
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２ 交流 （３）文化施設入館者数

恐竜博物館 入館者数

○恐竜博物館入館者数は、2018年度には過去最高となる約９４万人を記録

2019年３月には、開館以来の累計の入館者数が1,000万人を突破

○恐竜博物館を除く、県立文化施設全体の入館者数は、2015年度が最大
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１ 環境 （１）気候変動

福井地方気象台（福井市）の

平均気温の経年変化

○本県の平均気温は、１００年で約１．５℃上昇しており、短時間強雨についても増加傾向にある
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提供：福井地方気象台 提供：福井地方気象台

福井地方気象台（福井市）の

最大１時間雨量の変化

長期変化傾向：＋１．５（℃/100年）

平均値：１４．５℃
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社会基盤



１ 環境 （２）温室効果ガス

本県の温室効果ガス排出量の推移

○本県の温室効果ガス排出量は、2007年度をピークに減少傾向にあったが、2011年3月の東日本大震災

の影響で火力発電所の稼働が増えたことから増加傾向に転じた

○2030年度の排出量を推計すると、2013年度と比較し、約５％増加する見込み

84

出典：福井県「環境白書」 出典：福井県環境基本計画（平成30年3月）

0

2,000

4,000

6,000

8,000

10,000

12,000

産業部門

業務部門

家庭部門

運輸部門

エネルギー転換

非エネ

メタン

N2O

代替フロン

0

2,000

4,000

6,000

8,000

10,000

12,000

2013 2030

産業部門

業務部門

家庭部門

運輸部門

エネルギー転換

非エネ

メタン

N2O

代替フロン

10,916
10,458

本県の温室効果ガス排出量の将来推計

（現状趨勢ケース）

10,403

8,216

11,196

（千t-CO2） （千t-CO2）

社会基盤



１ 環境 （４）再生可能エネルギー

長期エネルギー需給見通し（国）

○国が示した2030年度のエネルギーミックス（再エネ比率２２～２４％）の達成には、

再生可能エネルギーの導入拡大が不可欠

○本県における再生可能エネルギーは、ＦＩＴ制度の開始に伴い大幅に増加

85

出典：経済産業省「長期エネルギー需給見通し」 出典：資源エネルギー庁公表データを基に福井県作成

県内の再生可能エネルギーの導入量推移

（ＦＩＴ制度対象）
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１ 環境 （５）ごみ排出量・リサイクル率

一般廃棄物排出量の推移

○県民一人一日当たりのごみ排出量（一般廃棄物）は、2013年度から全国平均より多くなっている

○リサイクル率は、2016年度以降、増加傾向

86

出典：環境省一般廃棄物処理事業実態調査

を用いた福井県独自集計

一般廃棄物リサイクル率の推移
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事 業 名 福井駅西口中央地区第一種市街地再開発事業

名 称 Happiring（ハピリン）

施行区域面積 約０．７ｈａ

規 模
地下２階、地上２１階 RC/SRC/S造
延床面積約３５，１２１㎡※屋根付き広場含む

建 物 用 途
商業施設、公共公益施設、
共同住宅（８８戸）、駐車場

総 事 業 費 約１１１.５億円 （県費約９億）
※屋根付き広場除く

事 業 期 間 平成２４～２８年度

①

②

③
④

⑤

⑥

⑦

⑧

⑨
市街地再開発事業等予定地区

優良建築物等整備事業（事業中）

市街地再開発事業（完了）

優良建築物等整備事業（完了）

事 業 名 御屋形地区第一種市街地再開発事業

名 称 AREC CITY おやかた

施行区域面積 約１．２ｈａ

規 模
地下３階、地上１７階
延床面積約４０，７００㎡

建 物 用 途 事務所、ホテル、商業施設、神社、駐車場

総 事 業 費 約１２４億円 （県費約４億）

事 業 期 間 昭和５９～平成１２年度

事 業 名 浜町桜橋地区優良建築物等整備事業

名 称 ロアール濱町桜橋

施行区域面積 約０．１ｈａ

規 模
地下２階、地上１１階 RC造
延床面積約６，７９４㎡

建 物 用 途 共同住宅（４７戸）、集会場、駐車場

総 事 業 費 約１３億円

事 業 期 間 平成１６～平成１８年度

事 業 名 中央１丁目地区優良建築物等整備事業

名 称 サカエパーキング「P+」

施行区域面積 約０．１ｈａ

規 模 地上５階、S造 延床面積約２，７９０㎡

建 物 用 途 商業施設、駐車場（８３台）

総 事 業 費 約４.４億円

事 業 期 間 平成１７～平成１８年度

事 業 名
三の丸地区第一種市街地
再開発事業

名 称 三の丸ビル

施行区域面積 約０．５ｈａ

規 模
地下１階、地上１５階 SRC造
延床面積約２１，６３４㎡

建 物 用 途
商業施設、共同住宅（６８戸）、
病院、社会福祉施設等

総 事 業 費 約６８億円 （県費約３億）

事 業 期 間 平成３～１６年度

事 業 名
大手２丁目地区
優良建築物等整備事業

名 称 プレミスト大手さくら通り

施行区域面積 約０．２３ｈａ

規 模
地上１４階、RC造
延床面積約１１，６６６㎡

建 物 用 途 診療所、共同住宅（８７戸）、駐車場

総 事 業 費 約２０億円

事 業 期 間 平成２０～平成２２年度

事 業 名 手寄地区第一種市街地再開発事業

名 称 AOSSA（アオッサ）

施行区域面積 約０．７ｈａ

規 模
地下２階、地上１０階 RC/SRC/S造
延床面積約３３，１７０㎡

建 物 用 途 商業施設、公共公益施設

総 事 業 費 約１１１.０億円 （県費約７億）

事 業 期 間 平成１５～１９年度

事 業 名
中央１丁目（駅前南通り）地区優良建築物等整備事
業

名 称 エリアス

施行区域面積 約０．２ｈａ

規 模
地上１４階 SRC造 一部RC造
延床面積約１０，４７０㎡

建 物 用 途 商業施設、共同住宅（７５戸）、駐車場

総 事 業 費 約１９億円

事 業 期 間 平成１９～２１年度

事 業 名 中央３丁目地区優良建築物等整備事業

名 称 幸橋グランデCHA

施行区域面積 約０．１ｈａ

規 模
地下２階、地上１２階 RC造
延床面積約４，３４５㎡

建 物 用 途 共同住宅（３３戸）、駐車場、商業施設

総 事 業 費 約１１億円

事 業 期 間 平成１９～平成２１年度

中央１丁目１０番地地区優良建築物等整備事業
共同住宅、商業施設、駐車場

①

②

③
⑤ ⑥

⑦

⑧

⑨
⑩

駅前南通り地区

①

⑥

⑦

⑧

⑨

⑩

②

③

⑤

駅前電車通り北地区

④

事 業 名
中央１丁目１８番地区
優良建築物等整備事業

名 称 ドーミーイン

施行区域面積 約０．２ｈａ

規 模 地上９階 RC造 延床面積約５，８６４㎡

建 物 用 途 ホテル（１８９室）、駐車場

総 事 業 費 約２０億円

事 業 期 間 平成２９～３０年度

④

２ 県土・行政 （１）福井駅周辺の再開発

○アオッサ（2003～2007）やハピリン（2012～2016）などの大型再開発事業が順次完成

○さらに、北陸新幹線福井・敦賀開業を控え、駅前電車通り北地区などの再開発が進行中

社会基盤
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２ 県土・行政 （２）高速道路の変遷

○若狭さとうみハイウェイ、中部縦貫自動車道の整備により、県内が一本の高速道路で接続

88

社会基盤



２ 県土・行政 （３）敦賀港の変遷

89

○岸壁整備、ふ頭用地の造成により、ＲＯＲＯ船の航路や貨物の取扱量が増加

○今年４月から新たに敦賀港～博多航路が就航

釜
山

丹
東大

連

敦賀

新
潟

小
樽

秋田

フェリー
～小樽 週７便

～新潟～秋田～小樽 週１便

コンテナ船
韓国（釜山） 週２便

中国（丹東、大連） 週１便

フェリー
～苫小牧東 週７便

～新潟～秋田～苫小牧東 週１便

コンテナ船
韓国（釜山） 週２便

韓国・中国航路 週１便

ＲＯＲＯ船

～苫小牧西 週６便

～博多（2019.4～） 週６便

韓国航路 週２便

海上出入貨物

1999年 2019年

外国貿易 内国貿易 合計

1,716千トン 8,375千トン 10,091千トン

外国貿易 内国貿易 合計

3,790千トン 12,171千トン 15,961千トン

航路

社会基盤



２ 県土・行政 （４）インフラ老朽化
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○高度経済成長期に集中的に整備されたインフラが老朽化

○２０４０年頃には、約８割の橋梁が、建設後５０年を超える

新設橋梁と老朽化橋梁数の推移
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出典：福井県橋梁長寿命化修繕計画
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２ 県土・行政 （５）県税収入・県債残高

91

○県税収入は、2008年のリーマンショックにより減少したが、近年増加傾向

○県債残高は、歳入確保、歳出合理化を推進し、着実に減少

社会基盤
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２ 県土・行政 （６）県職員数

92

○県職員（一般行政部門）は、2000年から2018年にかけ805人減少（▲22％）

社会基盤

部門別職員数（2018年）福井県職員数の推移（一般行政部門）
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